
１　物価高騰対策 単位：千円

事　業　名 金額 説　　明

ＬＰガス利用者負担軽減

消 防 保 安 課

（一部新規）
私立学校・幼児教育・保育
施設等への物価高騰対策支
援

こ ど も ・ 子 育 て 支 援 課
私 学 ・ 青 少 年 課

医療・介護・福祉施設への
物価高騰対策支援

医 務 課
薬 務 課
地 域 福 祉 課
介 護 高 齢 課
障 害 政 策 課
児 童 福 祉 課

（新規）
医療・介護等支援パッケー
ジ（医療分野）

医 務 課
薬 務 課

4,238,767

〇物価高騰の影響を価格転嫁できない医療機関、高齢者施設等に
対し、支援金を支給。

　・給付金　4,200,543千円

　・事務関係費　38,224千円

1,048,507

○安心して医療サービスを受けられる体制を整備するため、賃上
げやサービス継続に必要となる経費に対して支援。

　・医療従事者の賃上げ支援　　　　　　　　　　584,632千円
　・診療に必要な経費の物価上昇に対する支援　　447,875千円

　・事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　16,000千円
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603,500

○LPガスを利用する県内の一般消費者等に対し、LPガス販売事業
者を通じた料金の値引きを実施。

　・対　　象　LPガスの供給を受ける一般消費者等
　　　　　　　（工業用の利用者を除く）
　・支援期間　R8.1月～3月
　・支 援 額　1,000円（１回限り）
　・そ の 他　料金の値引きを行うLPガス販売事業者に対して、
　　　　　　　１事業者あたり事務費として25,000円を支給

558,036

○物価高騰の影響を受ける私立学校や幼児教育・保育施設等に対
し、支援金を支給。

　・保育施設等支援金　　　 518,573千円
　　　　　　　　　（11,000円（単価）×在園児童数47,143人）
　・（新規）私立学校支援金　31,963千円（生徒数25,028人）
　・事務費　　　　　　　　　 7,500千円

※保育施設等については、令和７年度国補正予算で予定されてい
る公定価格における運営継続支援臨時加算（仮称）の内容を踏ま
え、支給額を調整する可能性があります。



事　業　名 金額 説　　明

（新規）
医療・介護等支援パッケー
ジ（介護分野）

介 護 高 齢 課

地 域 福 祉 課
障 害 政 策 課
児 童 福 祉 課

きのこ生産資材導入支援

林 業 振 興 課

（一部新規）
輸入粗飼料価格高騰対策

米 麦 畜 産 課

4,696,748

〇安心して介護サービスを受けられる体制を整備するため、賃上
げやサービス継続に必要となる経費に対して支援。

①介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善支援　3,308,000千円
　・介護従事者に対する幅広い賃上げ支援　月10千円相当
　・生産性向上に取り組む事業所の介護職員に対する賃上げ支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 月5千円相当
　・介護職員の職場環境改善の支援　       月4千円相当
②介護事業所等に対するサービス継続支援　　　　467,000千円
　・介護サービスを円滑に継続できるよう、必要となる設備・備
    品の購入費を補助
　・訪問・通所：200千円/1事業所
    　※規模、提供形態に応じて上限額設定
　・施設系：6千円/人
③介護施設等に対するサービス継続支援　　　　　858,966千円
　・食事提供サービスを円滑に継続するために、食料品等の購入
    費を補助
　・補助上限額：18千円/人（入所）、6千円/人（通所）
　・補助対象経費：食材料費
④事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　62,782千円

（新規）
医療・介護等支援パッケー
ジ（福祉分野）

1,686,657

〇安心して福祉サービスを受けられる体制を整備するため、賃上
げやサービス継続に必要となる経費に対して支援。

（1）障害福祉分野の職員の賃上げ・職場環境改善支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  882,000千円
 　・障害福祉従事者に対する幅広い賃上げ支援 月10千円相当
 　・障害福祉職員の職場環境改善の支援　      月4千円相当
（2）障害福祉施設や救護施設に対するサービス継続支援
                                            　764,750千円
　①福祉サービスを円滑に継続できるよう、必要となる設備・備
  　品の購入費用を補助。
　  ・訪問・通所：200千円/1事業所
        ※規模、提供形態に応じて上限額設定
  　・施設：6千円/人
　②食事提供サービスを円滑に継続するために、食料品等の購入
　　費を補助
　　・補助上限額：18千円/人（入所）、6千円/人（通所）
　　・補助対象経費：食材料費
（3）事務費　                                　39,907千円

97,000

○燃料価格やきのこ生産資材等の高騰によって経営に影響が出て
いる生産者に対し、生産資材価格高騰分のうち一定額を補助。

　・実施主体：きのこ生産事業者等
　・補 助 額：定額補助単価(価格上昇分の1/2)×生産量

○価格が高騰している輸入飼料から県産飼料への転換を図るため
に、県産飼料の増産に必要な支援を実施。

（1）（新規）飼料生産用機械導入費補助　　　　　93,000千円
　・対 象 者：飼料の生産規模拡大に取り組む県内の飼料生産
　　　　　　　受託組織
　・補助対象：飼料生産拡大に資する農業用機械の導入
　・補 助 率：1/2
（2）高糖分高消化性飼料イネ種子購入費補助　　　 4,000千円
　・高糖分高消化性品種への転換を図る飼料生産農家に対し、
　　R9作付けに向けた種子代1kgあたり500円を補助

39,055



事　業　名 金額 説　　明

特別高圧電力価格高騰対策
支援

未来投資・デジタル産業課

ＥＸＰＯチャレンジ支援

地 域 企 業 支 援 課

（新規）
群馬県産酒米調達促進

地 域 企 業 支 援 課

２　クマ対策 単位：千円

事　業　名 金額 説　　明

クマ対策
（狩猟の適正化・指定管理
鳥獣捕獲等）

自 然 環 境 課

12,883

○狩猟免許取得希望者の増加に対応するため、免許試験枠の拡大
に必要な器材を整備するとともに、緊急銃猟等に取り組む市町村
を支援。

［銃猟免許試験拡大］
　・模造銃購入（上下二連銃）　4,800千円（400千円×12丁）
　　　　　　　（空気銃）　　　1,800千円（300千円× 6丁）
　・免許試験用視力検査機購入　　800千円（400千円× 2台）
［市町村支援（指定管理鳥獣捕獲等）］
　・４市町（富岡市・藤岡市・渋川市・東吾妻町）
　　　5,483千円（緊急銃猟必要物品購入・緩衝帯整備等）

63,543

60,973

○酒米の急激な価格高騰に直面している酒造業者に対し、県産酒
米の価格高騰分の一部を補助。令和７年度分の購入分に加えて、
令和８年度の購入分についても支援することで、県産酒米の利用
拡大・作付拡大を図る。

　・補助率
　　R8産：R6産価格からの高騰分の2/3
　　R7産：R6産価格からの高騰分の1/2

○米国関税対策として、新たに国内外取引先の開拓に取り組む県
内中堅・中小企業を支援するため、展示会の出展料等を補助。

　・国内展示会：補助率1/2、補助上限額1,000千円 40社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 40,000千円
　・海外展示会：補助率2/3、補助上限額2,000千円 10社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 20,000千円
　・事務委託費：3,543千円

555,404

○国の電気料金引き下げの対象となっていない特別高圧電力を使
用する企業に対して支援。

　・支援金　555,404千円
　　支援期間：R8.1月～R8.3月
　　支援単価：中小企業　　 2.3円/kWh
　　　　　　 　（R8.3月分は0.8円/kWh）
　　　　　　　中堅企業　　 1.2円/kWh
　　　　　　　 （R8.3月分は0.4円/kWh）
　　　　　　　※中堅企業：中小企業者を除く従業員数2,000人
　　　　　　　　　　　　　以下の事業者
　　　　　　　※中堅企業補助上限額：3,000万円



３　公共事業 単位：千円

事　業　名 金額 説　　明

補助公共事業

環 境 森 林 部
農 政 部
県 土 整 備 部

４　債務負担行為の補正 単位：千円

事　業　名 金額 説　　明

道路改築工事請負契約

道 路 整 備 課

25,166,000

○国の経済対策を活用し、防災・減災、国土強靱化にかかる事業
等を推進。

　・環境森林部　 　1,038,000千円
　・農政部　　　　 2,128,000千円
　・県土整備部　　22,000,000千円

［400,000］

〇国の経済対策を活用して実施する工事について、令和８年度以
降にわたる請負契約を締結するため、債務負担行為の限度額を変
更。

　限度額：77.6億円→81.6億円（+4億円）
　期　間：R8～R9年度（変更なし）


